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２０２３年３月２９日 

株式会社 東京証券取引所 

上 場 部 

 

特設注意市場銘柄の指定及び上場契約違約金の徴求について 

  

下記のとおり、特設注意市場銘柄の指定及び上場契約違約金の徴求を行うことにしましたので、お知

らせします。 

 

※本件は、日本取引所自主規制法人の審査結果に基づき決定したものです。 

 

記 

 

１． 銘 柄 株式会社東京衡機 株式 

（コード：７７１９、市場区分：スタンダード市場） 

   

２． 特設注意市場  

銘 柄 指 定 日  

２０２３年３月３０日（木） 

   

 

 

 

条 文  有価証券上場規程第５０３条第１項第３号 

（適時開示の規定に違反し、内部管理体制等について改善の必要性が高い

と認められるため） 

   

３． 

 

上場契約違約金

金 額  

１，４４０万円 

   

 

 
条 文  有価証券上場規程第５０９条第１項第１号 

（適時開示の規定に違反し、当取引所の市場に対する株主及び投資者の信

頼を毀損したと認められるため） 

   

４． 理 由 株式会社東京衡機（以下「同社」という。）は、２０２３年３月３日に

同社における不適切な会計処理に関する第三者委員会の調査報告書を開

示し、同年３月８日に過年度の決算内容の訂正を開示しました。 

これらにより、同社では、商事事業担当取締役らの関与によって、商事

事業において販売価格と仕入価格の純額を手数料収入として会計処理す

べき取引を、取引商材の販売価格で売上高に総額計上するなどの不適切な

会計処理を行っていたことが明らかになりました。その結果、同社は、２

０１９年２月期から２０２３年２月期第２四半期までの決算短信等にお
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いて、上場規則に違反して虚偽と認められる開示を行い、それに伴う決算

内容の訂正により、同社の主たる事業である商事事業に係る売上高の大半

が取り消され、２０２０年２月期、２０２１年２月期及び２０２２年２月

期の連結売上高が１０％以上減少し、特に２０２１年２月期において約５

３％、２０２２年２月期において約４５％の減少を伴う連結売上高の訂正

が生じていることなどが判明しました。 

 

こうした開示が行われた背景として、本件では主に以下の点が認められ

ました。 

・ 商事事業担当取締役は、商事事業の売上高を総額計上するために意図

的に稟議内容を調整するなど、商事事業の売上高を増やすことを強く

意識し、取引の実態よりも数字を重視する姿勢が見られたほか、その

他の役職員も、当該姿勢や書類の記載内容が実態と異なることを認識

し得たにもかかわらず疑義を呈することがなかったなど、会計知識及

びコンプライアンス意識が欠如していたこと 

・ 取締役は、監査法人から商事事業の内部統制に関する指摘事項を報告

されたにもかからず、商事事業担当取締役に対して改善を十分に促し

ておらず、取締役相互間の監督機能が十分に機能していなかったこと 

・ 監査役は、監査法人からの指摘を踏まえ商事事業担当取締役に是正を

求めていたものの、是正状況の継続的な確認や、厳格な改善措置を求

めるまでには至っておらず、不十分な対応となっていたこと 

・ 内部監査部門は、商事事業において稟議決裁前に仕入先に対する発注

を行っている状況などを発見していたにもかかわらず、形式的な改善

指示を行うにとどまっており、内部監査部門としての十分な役割を果

たしていなかったこと 

・ 同社は中国子会社の不正に起因する適時開示の規定に違反したこと

により２０１８年３月に改善報告書を提出しているが、改善報告書に

記載された改善策の一部は、一過性のものとして徹底されていなかっ

たこと 

 

本件は、投資者の投資判断に重要な影響を与える虚偽と認められる開示

が行われたものであり、同社の内部管理体制等について改善の必要性が高

いと認められることから、同社株式を特設注意市場銘柄に指定することと

します。 

また、本件は、上記背景のもと投資判断情報として重要性の高い決算情

報について長期間にわたり誤った情報を公表し続けたものであり、当取引

所市場に対する株主及び投資者の信頼を毀損したと認められることから、

同社に対して、上場契約違約金の支払いを求めることとします。 

 

以   上 

 


